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市街化調整区域等における土地利用の推進に関する提言

都市計画法に基づく区域区分は、無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るために重要な役割を果たしてきた。
一方、地域によっては、市街化調整区域における厳格な土地利用の規制により地域活力の維持が困難となっている可能性があるほか、高速道路など交通インフラが整備された場合においても、インターチェンジ周辺における土地利用ニーズに対する機動的な対応が難しい状況にある。
そこで、地域の活力を維持していくため、新たな土地利用ニーズに迅速に対応するなど市町村が主体となって区域区分と同等の土地利用コントロールを行う場合、必要に応じ区域区分を設定しないことを可能とするなど柔軟な制度運用が必要と考える。

このため、次のとおり提言する。

記

都市計画法により区域区分の設定が義務付けられている地域が存在している。
市街地と農地や森林との調和を図りつつ、市町村が主体となった迅速かつ柔軟な土地利用の実現に向け、府県による区域区分の要否の判断が可能となるよう、都市計画法による義務付けを見直すこと。
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